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1,は じ め に
従来 、経 営資源 の基本要 素 は 、 ヒ ト、 カネ、モ ノ、す なわち3M(Man,Money,Material)であ る
とされ て きた。 これ に対 して 、最 近で は3Mに 情報(lnformation)を加 えて 、3M+1を 経営 資源 の
基本 要素 とす る考 え方 が主流 とな ってい る[1]。近 年の情 報技術(lnforrnationTechnology;以下 「I
T」 と呼 ぶ こ とにす る)や 情報 システ ム(lnformationSystem);以下 「IS」 と呼 ぶ こ とにす る)
の急 速な発達 に ともない 、情 報 が重要な経 営資源で ある とい う認識が広 く定着 してい ったの であ る。
一 方で 「情 報 とは何 か?」 、 「情報 の量 は どれ だ けか?」 とい うと、 これ はつ かみ どころのな いや
っか いな存 在で ある。 なぜ な ら、情 報には 色 も形 もな く、重 さも体積 も0で あるか らであ る。 この よ
うな 点で 、 実体 が は っ き りと して い る他 の経 営資 源(3M)と は明 らか に異 な るの で あ る。 もち ろ
ん、情報 が印刷 され た紙 は色 も形 もあ る。 また 、重 さも体積 も0で はない。 しか し、紙 は情 報が印刷
され た 「モ ノ」 であ って 、情 報 では ない。 情報 は 、紙 に印刷 された 文字 や記 号の意 味す る内容 であ る
[1]。 ム
それ では、 この よ うにっ かみ どころの ない情 報 を、定 量的 に捉 え る際 の基礎 とな る理論 は何 であ ろ
うか?そ れ は 、シ ャ ノン の情 報理 論 で あ ろ う。 シ ャ ノ ンは彼 の論 文 「通 信 の 数 学 的理 論 」(The
MathematicalThoryofCo㎜unication[2])の中で情報 の尺度 を定義 してい る。 シ ャノンの 定義 した
情報 の尺度 は、情 報量(amountofinformation)と呼 ばれ 、形式 的 には熱 力学 にお けるエ ン トロピー
と一致す る。
この よ うに シャ ノンの情 報理 論 では 「情 報量=エ ン トロピー」 と され てい るため、一般 に、獲 得 し
た情報量 が大 きい ときに高エ ン トロ ピー の状 態 にあ ると捉 え られ が ちで あるが 、 この解釈 は 不正確 で
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あ る。 なぜ な ら、情報 を得 るこ とに よって意思決 定の 際の あいまい さが減 少 し、 自己の 直面 してい る
エ ン トロピーが 低下す る と考 え られ るか らである。 また 、シ ャノンの情 報量 は確 率のみ で情報 を捉 え
た ものであ り、 本研究 のテーマ にあ る 「情 報の活性化 」 を捉 える際 には 、多様 な視点 が存在す るもの
と考 え られ るか らで あ る。す なわ ち、情 報活性 化 を高エ ン トロ ピー の側 面のみ か ら捉 え る とい う、 単
純 な図式 ではこれ を記 述す るこ とはむずか しい と考え るの である。 、
そこで、本研究 では筆者の先行研 究[3]にお いて提示 した 「情報活性 化 を、情報共有化 と情報構造 化
の2つ の側面か ら捉 え る」 とい う視点 を基 に 、高 一低 エ ン トロピーの両 面か ら情報活性 化の問題 を論
じるこ とにす る。 そ して 、情 報共有化 は 情報通信 ネ ッ トワー クのエ ン トロ ピー を増大 させ 、情 報構 造
化 は情報 の形式や解 釈 に関す るエ ン トロピー を減 少 させ るこ とに注 目し、情 報活性化 のた めの 「高 一
低エ ン トロ ピーの 両立」 の必要性 につい て検討 す る。 さらに、 このよ うな 高 一低 エ ン トロ ピーの 両立
に よる情 報活性 化が、組織活性化 へ とメンバー を導 くとい う視点 を提示す る。
2.情報の活性化 と透明化
ここで は、現在 の 企業 活動 に とって 最 重要 課題 の一 つ とな りつっ あ る 「情 報 の有 効活 用」 に 注 目
し、筆者 らの従来 の研 究[4]にしたがって情 報の活性化 と透 明化 の概念 、お よび その基礎 とな る 「自働
化 」の概念 を概 説 してお くことにす る。
企 業 にお いて何 らかの意思 決定 を行 う際 、一般 的に メイ ンフ レームの定 型的処 理に よって 出力 され
る情報が多 く用い られ るが 、その際 に必要 とな る情報 はこの よ うな定型的 な情 報ばか りでは ない。 な
ぜ な ら、メイ ンフ レー ムは 日頃繰 り返 し行 われ る処理 を行 うための もの で あ り、 目ま ぐる しく変化す
る企業環境 に対 してすべ てを メイ ン フ レームが対応 す るこ とはあま りに もて まがかか るか らであ る。
す な わち、 メイ ンフ レー ムか ら出力 され る情報 のみで 、現在 の激 しい企 業環境 の変化 に対す る迅速 な
意思決 定を行 うことは不 十分で ある と言 わ ざるを得 ないの であ る。 しか し、その際 に必 要 な情報は 、
社内の どこか に存在す る ことがほ とん どで ある。 この ことに対 して筆者 ら[5}は、図1の よ うに、それ
らの情 報 が 「眠 っ て い る」 とい う捉 え 方 を し、 この よ うな 情 報 を 「眠 っ た 情 報 」{sleeping
information)と呼 んでい る。
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図1情 報活性化[5]
情報 が眠 って いれ ば、それ を有効 に活 用す る こ とは 困難で あ る。 そ こ で、情 報 を眠 らせ ない で、活
動的 な状態 にす るこ とが必 要 とな る。 この よ うに活 動的 な状 態 にあ る情報 を、筆 者 ら[4]は活性化 され
た情報(activatedinformation)と呼 び、活 動的 な状態 にす る こ とを 「情 報活性化 」 と呼 んでい る。 情
報 活性 化 にお いて 、ユ ーザー 自身 が 問題 を見つ け 、コ ン ピュー タを活 用 して分析 し解決 しよ うとす る
「エ ン ドユー ザー ・コ ンピュー テ ィング」が重 要な役 割 を果 たす。
一方 、小池[6]は、その都度発 生 す る変 化 に対応 す るた めの非 定型的 な仕 事 を 「ふだ ん とちが った仕
事」 、定型 的な仕 事 を 「ふだ んの仕 事]と 呼 んで いる。 そ の上 で、ス タ ッ フ部門 はふ だ ん とちがった
仕事 の集 ま りの よ うな もので あ り、 ライ ン部 門 にお い て も一般 に考 え られ て いる よ りもず っ と多 くの
ふだん とちが った仕 事 が発生 す るこ とを示唆 してい る。 さ らに、小池 は ふだ ん とちが った仕事 を うま
くこなす よ うにな る こ とを、f知的 熟練」 と呼び 、 ライ ン部 門での この知的 熟練が 日本企業 の発展 の一
要因 となっ て きた こ とを指摘 して い る。 これ に対 して 、近年 の情 報化、 国際 化の進 展 、ま た職 務 内容
の専 門化、 高度化 に ともない 、IT活 用 の重 要性 が増 大 してい る今 日、 「ふだん とちが った仕事」 の
中心が図2の よ うに 「ふだ ん とちが った情報処理 」へ とシ フ トし始 めてい るe
こ こで 、従来 の メイ ン フ レー ム による 定型 的 な情 報 処理 が 「自動化 」 を 目的 と した ものであ る と考
える とすれ ば 、ふだ ん とちが った情 報処理 は 、環 境 の変化 や トラブル に対 して能 動 的に対応 す る こと
をね らい と してい るた め 、 「自働化 」(ニ ンベ ンの つい た ジ ドウカ)を 要求す るもの と して位 置づ け
ることがで き る。従 来 、 自働化 はJITシ ステム にお いて 注 目され て きた概念 であ り、機械 が単に動
くので はな く、機械 が 自 ら不 良や トラブル を認 識 して停 止す る こ と、 言 い換 えれ ば機 械 が 「自ら働
く」 こ とを意 味す る。 そ して 、人 の 「閑視 」(looking)をな く し、人 がい な くて も機 械 だ けで付加価値
を生 み出すf働 く機 械」 にす る こ とをめ ざ してい る[7〕。
さらに 、JITシ ス テ ムにお い て、 自 ら働 く機 械 とい う加 工面での考 え方 を組 立工程 に拡 張 させ た
「も う一つ の 自働 化」[8]と呼ばれ る概念 が ある。組 立 工程は 、加 工工程 に比較 して ど うして も手作 業
が多 くな る。 そ こで 、組 立 ライ ンにお いて不 良、異 常や 欠 品が発生 した な らば、作 業者 が 自ら停止 ボ
タンを押 して トラブル を最 小 限 に抑 えよ うとす る概 念 がrも う一つ の 自働 化 」であ る。 す なわ ち・加
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工工程における自働化が機械を対象 としているのに対 して、組立ラインにおける自働化(も う一つの
自働化)は 作業者 を対象としている点に特徴がある。
筆者 ら【9]は、この考え方をさらに拡張 して、作業者に限定 しない 「(人間の)自 働化1の 概念を提
示 している。 これは、他人や機械に任せるのではなく、人間が 「自分」で問題を解決 しよ うとするこ
とを意味す る。常に問題意識 ・改善意識を持ち、 自分で問題を見つ け、自分で解決するような能動的
な状態になることを表す概念である。 この(人 間の)自 働化は、ふだん とちがった情報処理のみな ら
ず、組織活性化の前提 ともなるものである。本研究では、単に 「自働化」 といった とき、この 「人間
の自働化」の概念を指すもの とす る。
ふだんの仕事
ふだんとちが った仕事 ふだんとちがった情報処理
ITの 活用
図2ふ だん とちがった仕事 とふだん とちがった情報処理
一方、今野[10]は情報の有効活用に対 して、 「情報の透明性」 とい う概念か らのアプローチを試み
ている。上でも述べたよ うに、企業活動に必要な情報は社内のどこかには存在するのであるが、それ
らの情報が 「眠っている」とそれを探すのにむだな時間 とてまがかかって しま う。 この ような 「眠っ
た情報」は、見方を変えれば情報が 「よどんでいる」 とい うことになる。 これは、情報がよどんでい
るために不必要な情報ばか りがめだって、必要な情報がみっからない とい う状態を意味する。
これに対 して、きれいな ところか ら必要な情報を簡単に探 し出す ことができる状態が、情報の 「透
明性」の高い状態であり、筆者[4]は情報をこのよ うに透明性 の高い状態にすることを 「情報透明化」
と呼んでいる。例えば、営業部門では従来、1日の総売上金額や品 目別の1ヶ 月の売上金額といったよ
うな情報 しか簡単にはわか らなかったのが、昨 日どの品目が どこでいくつ売れたのかがすぐにわかる
ようになった とすれば、これ は営業部門にとっての情報の透明性が上が ったことになる。そ うなれ
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ぱ、管理 のメ ッシュを細か く して、組 織活 動の無駄 を排除 し、組 織効 率 を向上 させ る ことが可能 とな
る[10]。
筆者 らは従来の研究[4]におい て、主に情報処理 の 自律性 と組 織 の集 権性 の側 面か ら、情報活性化 と
情 報透 明化の概 念の比 較 を行 ってい る。 そ して、情 報が眠 って いた り(活 性化 していな い)、 よどん
で いた り(透 明性 が低 い)し たので はその有 効活用 はお ぼっかな いた め、両者 は情 報の有効活 用の た
めの前提条件 とな る とい う点 で共通 してい る ことを指 摘 してい る。 そ の上で、 下記 の よ うな両者 の 間
の異 なる側 面 も注 目に値す る と してい る。
その一つ は、焦点 とな る情 報 プラ ッ トフォー ムの違 いであ る。 情報 の透明性 を上 げて管 理の メ ッシ
ュを細 か くす るため には、セ ンターがすべ て の末端 組織 で発生 した情 報 を把握 す る必要があ るた め、
メイ ンフ レー ムによ る情報管 理 が中心 となる。 その場合 、担 当者 は ひたす ら 「端末 」に情 報 を入力 す
ることになる。 これ に対 して、情 報活性化 で は担 当者 が主体的 に↑吉報 処理 を行 うこ とをめ ざすた め、
PC&LANが 中心 となる。 そ の意味 か ら、 ダ ウンサイ ジング、エ ン ドユー ザh・・一・コンピューテ ィン
グ、 さ らには我 々の提案 しているOJC[5]の考 え方 と一致 す る。
も う一つは 、情報処理 の 自律性 の違 いであ る。 情 報活性 化 では 自律 的な情 報処理 に焦点を 当ててい
るのに対 し、情 報透 明化 はセ ン ター 部門や 管理者 によ るコン トロー ル に焦点 を当て てい る。つ ま り、
情報透 明化は末 端組織や担 当者 に何 が起 こってい るのか をセ ン ター 部門や管理 者か ら 「全部」 見え る
よ うに しよ うとす るのに対 して、情 報活性 化 は 自分 で問題 を見つ け 自分で情 報 を役 に立つ形 に加 工 し
てその 問題解 決 をめ ざす とい う違 い である。 その意味 か ら、情 報活性化 で はエ ンパ ワー メン ト[11]に
よる組織活性 化 が要求 され 、 「柔 らか い組 織」[12]がめ ざすべ き組 織特性 となる。 一 方、情 報透 明化
では、垂直 的な ヒエ ラル キー ・コン トロール による集権的 な管理 が主 と して志 向 され るた め、f堅 い
組織」[12]へと導 く傾 向が ある。
3.組 織 活 性 化 と1-Ichart
日本人は 「活性化」 とい う言葉を好んで使 う傾向があ り、企業においても 「組織活性化」に対する
関心が高い。 しかし、いざ 「組織活性化 とは何か?」 とい うとそれはあいまいな概念であり、組織開
発の分野で 日本にある考え方や技法などをすべて包括 している といわれる[13]。
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これ に対 して 、高橋[14]はバー ナー ド[15]め組 織成立 の必要十 分条件 を 基礎 に して数 理的組 織設 計
論 を展 開 し、その 際に 「無 関心度 指数」 と 「一体化度指数 」 を提 示 してい る。前者 は、無関 心圏の 大
き さを表 し、それ が小 さいメ ンバ ーが能動 的 な状態 であ り、後者 は 、組 織 と目的 ・価 値 を共 有 して い
る、す なわ ち組織 と一体化 してい る程 度 を表す ものである。 そ して、 これ らを2軸 に取 り、図3の1-
Ichart(Identification-Indifferencechart)上で組織 を構成 す るメンバ ーの特性 を表 して いる。
図3に おいて、活性化 され た組 織は無関心度指数 が低 く一 体化度指数が高 いタイ プ3の メ ンバーが
多い組織 で あ り、 タイ プ1は 組 織 の命 令に忠実 だが あま り自分か ら能動 的 に行 動 しよ うと しない。 ま
た、 タイプ2は 目的 ・価値 の点 では組 織 と一線 を画 しているが行動の点 で は命 令 に従 う公務員 タイ プ
で あ る。 さ らに 、タイ プ4は 組織 的な行動 を期待 できない タイプ であ り、 日本 におい て実際 の企業 に
は非 常に少 ない[14]。
4.低 エ ン トロピー源 と意 思決定
人 間が行 う生産 活動 と消費 活動に 関 して、室 田[16]は図4の よ うな フ レーム ワー クを提示 し、 「人
間 の生産活 動 とは、人 間が望 ま しい と考 える場所 と時 に、 ある低エ ン トロ ピー の秩 序 をつ くりだす 活
動 であ り、 この ため には、一般 的 にい ってエ ン トロピーの高 い原材料 の投 入の他 に、低 エ ン トロ ピー
源 の投入 が不可欠 で あ る」 として いる。 ここでい う 「低エ ン トロ ピー源」 とは 、エネ ル ギー 資源 に代
表 され るエ ン トロ ピー の小 さい有用 な資源 を意味 し、 この役 割は 、原 材料 か らエ ン トロ ピー を奪 い取
る ことに よ り、原材料 よ りもエ ン トロピー水 準の低い製 品 を作 り出す こ とに あ る。そ して、 この よ う
な 「低エ ン トロtO・一方一源の消費」 によって、エン トロピーの大 きい廃 物 ・廃 熱が生 じるので ある。
さ らに室 田[16]は、槌 田[17]の指摘す るf物 理価値+エ ン トロ ピー=一 定」 とい う関係 に注 目 し、
「は じめエ ン トロ ピー が小 さ く物 理価値 の高い 資源 は、次第 にエ ン トロ ピー を高 めて潜在 的価値 の全
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体 を失 レ、、完 全 な廃 物 と廃熱 に変化 す るため 、 この潜在 的価 値は 、数量的 には 資源の最 終形 態 として
の廃物 ・廃熱 のエ ン トロe"・一ー一と等 しいjと している。
この よ うに、 図4の 横 方向 に示 され る生 産活 動 は 、相 対 的 に高い エ ン トロ ピー を持 つ原材 料(入
力)か ら低 エ ン トロ ピー源 がエ ン トロ ピー を奪い 取 る こ とに よ り、低エ ン トロ ピー の製品(出 力)に
変換 す る とい う意味 にお いて、 西川 ら[18]のい う 「フ ィル ター機 構」 の役 割 を果た して いる こ とがわ
か る。 これ は、 システ ム表 現 と しての 「入 力→ フ ィル ター機 構→ 出力」 の関係 に相 当 し、この フィル
ター機 構 におい て低エ ン トロピ。一源 がエ ン トロ ピー を奪い 取 る ことによ り、付加 価値 が生 まれ るの で
ある。
一方 、筆者[19]は、 人間 の情 報処 理過程 におい て意思 決 定が行 動エ ン トロ ピー[18]を減少 させ る と
い う、上記の フ ィル ター機構 と同様の働 きに注 目 し、図5の よ うな 「経 営倫理 に関す る行動エ ン トロ
ピー ・モデルjを 提案 してい る。 そ して、経 営倫理 を、企 業活動 にお ける意思 決定の 際の 「低 エ ン ト
ロピー源」 の典型 的存 在 として位 置づ け、 「エ ン トロ ピー の減少 分だ け情 報の価 値が増加 す る」 とい
う立場か ら、経営 倫理 の価値Vlと 意思 決 定の価 値V2を それぞれ(1)式、(2)式の よ うに定 式化 して い
る。 これ に よ り、経営 倫理 の価値 と意思 決定 の価値 を定量 化す る ことが 可能 となる と同時 に、 これ ら
が情報処理 過程にお ける あい まい さの二面性(漠 然性 と偶然性)[20]と対応 づけ られ る ことにな る。
n
Vl=log2一 Σqi{-iLilogμi-(1一 μi)log(1一 μi)}ω
i=l
nn
V2=一 Σpi!ogPi十 Σqilogqi(2)
i=li=1
ただ し、
μi:社 会 あ るいは地 球に とって望 ま しい行 動の集 合(フ ァジィ集合)に 代替案iが
属す る度合(メ ンバー シップ値)
Pi:経営倫 理 に基づ く意思 決定前 に代替案iを 選択す る確率(事 前確 率)
qi:経営倫 理 に基づ く意思 決定後 に代替 案iを 選択す る確率(事 後確率)
その上で、企業活動において経営倫理は、意思決定の際のあいまいさ、すなわち情報処理過程の行
動エン トロピーを減少 させる役割を果たすべきであるとしている。なぜなら、経営倫理 が企業活動を
社会あるいは地球にとって望ま しい方向へ と導くとすれば、意思決定の際の行動のあいまいさを小さ
くするからである。
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低 エン トロ ピー源
↓
一 一一一一一ーー一≒ 〉 製品
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図4人 間 の生産活動 とエ ン トロピー(出 典 室 田武[16],p.48)
経 営倫理:低 エ ン トロ ピー源
↓
入力情報(代替案)二一ーー 一≒〉 意思決定 一 一一一≒〉 出力情報
高エ ン ト・ピー ↓ 紙工 ン ト・ピー
廃案
図5経 営倫理の低エン トロピー源モデル[19]
図5は 、企業活動において何 らかの意思決定を行 う際、相対的に高い行動エン トロピーを持つ入力
情報か ら経営倫理(低 エン トロピー源)が 行動エン トロピーを奪い取 り、その分だけ出力情報の行動
エン トロピーを減少 させ ることを示 している。このよ うな情報処理過程における行動エン トロピーの
減少は、生産過程の場合 と同様に、出力情報の価値を高めることを意味す る。すなわち、経営倫理に
基づく意思決定が情報の価値を高めているのである。
5.高 エ ン トロ ピー 源 と高 一低 エ ン トロ ピーの循 環モ デル
筆者 ら[21]は、上記 の よ うな低 エ ン トロ ピー 源 に関す るフ レー ム ワー クを提示 す る一方 で、近 年の
組 織 にお けるメ ンバ ー の知的 ・創 造 的活 動 の重 要性 の高 ま りに注 目 し、 「メンバ ー の 自働化 に 関す る
高エ ン トロ ピー源 モデル」(図6)を 提案 してい る。
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知的 ・創造的活動の支援:高 エン トロピー源
↓
堅い組織一一 一≒〉 自働化 ≒ 〉 柔らかい組織
低 エ ン ト・ ピー ↓ 高 エン ト・ ピー
マニュアル的行動
図6メ ンバーの自働化に関する高エン トロピー源モデル[3]
この モデ ル は、低エ ン トロ ピー の堅 い組 織[12]にお い て、 メ ンバ ーの知 的 ・創造 的活 動の 支援[22]
が高 エ ン トロピー源 とな って 非マ ニ ュアル 的行 動(幅 広 い 関心 と 自由な発想 に基 づ く行 動[21])を生
み 出す こ とに よ り、高 エ ン トロ ピー の柔 らか い組 織 へ とシ フ トす る こ とを表 現 した もので あ る。 ま
た 、その過 程に おい て メ ンバ ニの問 題探 索エ ネル ギー に基づ く自働 化 が重要 な役割 を果 たす ことを示
唆す るものであ る。
さ らに、筆 者 ら[23]の「マニ ュアル 的行 動 と非 マ ニ ュア ル的 行 動 に 関す る問題 探 索 ブ レー ム ワ ーーー
ク」 に基づ き、 「組 織 にお け る高 一低 エ ン トロ ピーの 循 環 モデ ル 」[21]を提 示 して い る。 これ に よ
り、組 織の 集権化(効 率性重 視)と 分権 化(創 造性 重視)、 また 情報 の均 一化 と多様 化 の循環性 を指
摘 し、組織 にお け る効 率性重 視 の行動(低 エ ン トロピー)と 創 造性 重視 の行 動(高 エ ン トロピー)の
両立が容 易でな いこ とを示唆 してい る。
6.エン トロピー概念に基づ く情報活性化 フレーム ワー ク
筆者[3]は、 「情報活性化」について考える際の最 もシンプルかっ典型的な例は、二人の間で行われ
る会話であるとしている。なぜな ら、会話の話題 に関する情報が、明 らかに活動的な状態になるから
である。 これに関して竹内[24]は、 「人 と人との間の通信 としての会話 は、話 し手 と聴 き手が共同 し
て他の混乱の諸力に対すっけ解決 しようとするような能動的な状態になる(エ ン トロピーに対する)
対抗ゲームである」 としている。 その上で、 「通信 と記憶の装置に入 り込み、行動の引き金効果 を発
揮するものが 「情報」であ り、情報はいわば通信 と記憶の連鎖のなかに動的に組み込まれている信号
集団である」、とい う視点を提示 している。 このよ うな視点に基づけば、情報活性化には、通信 と記
憶の装置が共同でエン トロピー増大に対抗することが必要であるとい う考え方が成立する。
筆者[3]は、現在の情報通信技術(ICT)に っいて考えた場合、上記の 「通信の装置」はLAN、イ
ンターネ ッ ト等の情報通信ネ ッ トワークに相当 し、 「記憶の装置」はデータベースに相 当することを
指摘している。情報通信ネ ッ トワークは一般に、同一の情報を多 くの人たちが活用す ることを容易に
するとい う意味で 「情報共有化」を推進する役割 を果たす といわれ る。また、データベースは情報を
記憶する際の形式を統一 し、情報検索 ・収集を容易にするとい う意味か ら 「情報構造化」を進展 させ る
役割を果たすものと考えられる。そこで筆者[3]は、情報活性化を、情報共有化 と情報構造化の二つの
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側面か ら捉 え、図7の よ うな情報活性化 フ レーム ワー クを提示 してい る。
眠った情報 →
(潜在的価値)
一 低エ ン トロピー源 一 口
● コー ド体 系の統 一化
●デー タベ ース化
● フ ァイル の階層化
A
情報活性
〉
Ψ
情報構造化(低 エ ン トロ ピー)
情報共 有化(高 エ ン トロピー)
ノ
」
「 高エン トロ
＼
ピー 源 「
活性化された情報
(顕在的価値)
●LAN、WAN
●イ ン ターネ ッ ト
●WWWの リンク
図7エ ン トロピー概念 に基 づ く情 報活性化 フ レーム ワー ク[3]
図7に よ り、眠 った情報 を活性 化 させ る際に、低エ ン トロ ピ・一・一源 と高エ ン トロピー源 の投入 が必要
であ る ことが わか る。 それ と同時 に、眠 った情報 の潜在 的価値 をこれ らが顕在 化 させ る働 き を持 つ こ
とが理解 され る。 ここで、低 エ ン トロ ピー源 は、 コー ド体系 の統 一、デ ー タベ ー ス化 、 フ ァイル 構造
の 階層化等 を意 味 し、情報の 検索 ・収集や 活用 を容易 にす る役 割 を果 たす。 一方 、高エ ン トロ ピー源
は、LAN、WAN、イ ンターネ ッ ト等の 情報通信ネ ッ トワー クやWWWの リンク を意味 し、情報 の共有 化 を
サポー トす る役割 を果 たす。 ただ し、 これ らを高エ ン トロピー源 として位 置づ けてい るのは 、情 報源
に とってそれ を利 用す る人間がだれか にっ いてのエ ン トロ ピー を高め るか らであ る。
7.高一低エ ン トロピー源と問題探索エネルギー
組 織 にお い て、 低 エ ン トロ ピー 源 は 業務 の マ ニ ュ アル 化 を促 進 し、 企 業 活動 の効 率性 を高 め る
[21]。しか しなが ら、 メ ンバL-一"に「決 め られ た こ とを決 め られ た通 りにや るだ け」 とい うぬ るま湯感
を生 じさせ るこ とにな る。 これ に関 して高橋[25]は、 日本企 業で は内発的 動機づ け理論 に立 脚 した 自
己決 定仮説 が成 り立 ち、 「ぬ るま湯的体 質jと い う現 象が 見 られ る こ とを指摘 し、 このぬ るま湯感 を
(3)式の よ うに表 してい る。
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ぬ るま'湯ぷ}=微 一 シス テム～溜 (3)
(3)式の右辺は、変化性向の高低を体温に直 した ものであ り、メンバーの体温が組織の温度であるシ
ステム温に対 して高い とき 「ぬるま湯感」が生 じるとされ る。すなわち、ぬるま温感の高い状態は、
個人のエネルギーに比較 して、組織全体としてのエネルギー(た だ し組織全体のエネルギー総量では
なく、一人当た りの平均的エネルギーのことを指す)が 小 さい状態に相 当する。
通常、ぬ るま湯感が高い状態は企業全体が低成長の中、沈滞 してい る状態 と捉 えられが ちである
が、このモデルには根本的にメンバー と企業は未来傾斜原理を保有 しているとい う前提があ り、未来
に価値を見出 した社員が、一般的に不活性状態 とみ られていた 「ぬるま湯」現象において 「チャレン
ジ精神」を持つ とい う動機づ けの存在を指摘することができる[26]。ただ し、ぬるま湯感 を持 ったメ
ンバーは、これまでの 「未来傾斜型システム」が作動 し、組織の意思決定 に未来傾斜原理が生きて初
めて良い状態 となるのである。 そこで、筆者 らは従来の研究[27]において、fぬ るま湯感」 と未来傾
斜原理に基づく 「未来志向性」の二面から、図8の ような概念モデルを提案 している。 これにより、
ぬるま湯感が大きく未来志向性が強いメンバーがイノベーシ ョンを発現す る可能性 が高いことの説明
を行なっている。
ぬるま湯感が低いということは、システム温(組 織のエネル ギー)と 体温(メ ンバーのエネルギー)
が近い状態であるため、現在志向の場合は現状 に満足 して 「現状維持」 となるのに対 して、未来志向
の場合は現状を大きく変革 しようとは しないが未来に向けて 「改善jを 行お うとする。一方、ぬるま
渇感が大きい場合は、組織のエネル ギー よりも個人のエネルギーの方が大きいため、現在志向の場合
は単に 「不満」 とな り、これが未来志向であれ ば、組織 と自身の間のエネル ギーのギャップを未来に
向かって埋めるために、組織の変革 を試みる。個人の行動により組織を変革するこ とはなかなか難 し
いが、それが成功 した場合 「イ ノベーション」 となる。 したがって、 「イノベーシ ョン1の 象現をよ
り正確に表現すれ ば 「イ ノベー ションへの試み」あるいは 「イノベーシ ョンへの動機づけ」 とい うこ
とになる。
J
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図8改 善 一イノベーションの概念モデル[2刀
図8は 、従 来よ り比較検討 され て きた改 善 とイ ノベ ー シ ョンの共通 点 と相違 点 に関す る我 々の理解
を容易 にす る。 それ らに共 通 してい るの は高 い未 来志 向性 で あ り、違 い は ぬ るま湯感 で ある。 す なわ
ち 、未 来 に向か って の行動 が 、 「現状維 持 」や 「不満」 で な く、 「改善 ∫や 「イ ノベー シ ョン」 を発
生 させ 、そ の際 、メ ンバー のエ ネル ギー が組 織 の エネル ギ ー よ りも大 きい ときにイ ノベ ー シ ョン を生
む 可能性 があ る。 ま た、 ぬ るま湯感 が大 きい 場合 の 「不満 」 と 「イ ノベ ー シ ョン」 は、ぬ るま湯感 が
小 さい 場合 の 「現状 維 持」 と 「改善 」 に比 較 して 、組 織 に 対す る貢 献度 の 差異 が非 常 に 大きい ところ
が特徴 的 であ り、筆者 ら[27]はこの よ うな貢 献度 の差 を視 覚的 に表 現す るた めの 「改 善 一イ ノベ ー シ
ョンの カタス トロフィー ・モデル 」 を提案 してい る。
ぬ るま湯感 が増 大す る と、 メ ンバ ー はシ ステ ム温 の低 い 現在 の組 織 を何 とか しな けれ ばな らない と
い う問題意識 を生 じるこ とにな る。 これ に よ り、メ ンバー は現 在の組 織 の 背後 に存 在す る問題 点 を探
し、解 決 しよ うとす る。 筆者 ら[27]は、そ の際 の メンバー のエ ネル ギー を、そ れ ぞれ 「問題 探 索エネ
ル ギー」 、 「解 の導 出エネル ギー」 と呼んで い る。
ここで 、問題 探索 エネル ギーは 、組 織 の メ ンバ ー が 自己の 高い 体温 と組 織 の低 い システ ム温 との ギ
ャ ップ を埋 めるた め に組 織 の背後 に存在 す る真 の問題 を探 索す る際の動 機 づ け とな るエ ネル ギー で あ
り、シ ステ ム温がマ イ ナ スの方 向に働 くと ころに特徴 が あ る。 問題 探 索エ ネル ギー は、低エ ン トロピ
ー源 に よ るマ ニ ュアル化 か ら脱却 しよ うとす る方向 に組織 の メ ンバ ー を導 く。 これ は、前節 で述 べた
「高エ ン トロtO・一源 の投 入 」に相 当 し、業務 の 内容 と進 め方 に関 す る多様 性が 増す とい う意 味 におい
て 、エ ン トロt"'一'の増 大 を意味す る。 これ に よ り、 非マ ニ ュアル 化[21]が進み 、組 織 に おけ る創 造性
が高 ま るので ある。
一 方、解 の導 出 には 、 メンバー の能動 性 とメンバ ーに対 す る組織 の理 解 ・支 援 が必 要 であ り、 この
こ とは 、体温 とシステ ム温 が と もに高 い状 態 を意味 す る。 したが って 、解 の導 出 エネル ギー は 、高い
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体温 と高 いシステム温 に より高め られ る。
筆者 らは従来 の研 究[28]にお いて、 この よ うな考 え方 に基 づき、問題 探索 エネル ギー と解の導 出エ
ネル ギーに よ りイ ノベ ー シ ョンの発 生 プロセ スを表現 して いる。 そ して.、図9に 示す よ うに、組 織の
変化性 向(シ ス テム温)が 、解 の導 出エネル ギーを高 める と同時 に、問題探 索エネル ギーを低 め ると
い うパ ラ ドックスの存在 を指摘 してい る。
繊 瀦 エネノレギー=搭'握 一 システム温
くラ ドック ス
、解の軸 エネル ギー=体 温 チ システム濯
図9問 題探索と解の導出におけるパラ ドックス[28]
図9に おい て、組織 慣性の存 在は組 織の 自己変革 に対す る行動 を抑制す るとい う意味 でシステム温
の低下 を もた らす 。 しか し、それ がか えってメンバーの ぬるま温感 を高 め、 「現在の組織 を何 とか し
なけれ ばな らな い」 とい う動機づ け(問 題 探索エネル ギー)に っなが る。 逆 に、 システム温が高 けれ
ば、組織 は メンバ ーが探 索 した問題 に対す る解 の導出 を強力 に支援 す るが 、メ ンバー のぬるま湯感 を
低 めて しまい 、現 状維持 型の消極 的 な意識 を生 じさせ る要因 とな る。す なわち 、解の 導出エネル ギー
を高 める よ うにシ ステム温 を高め る と、問題探索エネル ギーを低下 させ て しま い、逆 に システ ム温 が
低 けれ ば問題探 索エ ネル ギーが高 くなるが、解の導出 エネル ギー を低 下 させ て しま う。 その よ うな意
味か ら、組 織 はシ ステム温 を介 して 問題 探索エネル ギー と解 の導出エネル ギーのパ ラ ドックスを内包
してい るこ とにな る。 この ことが 、組織 にお ける 自己変革、イ ノベー シ ョンのむず か しさを表 してい
る。
以上 の議論 に よ り、組 織 にお い て低 エン トロピー の状 態 と高エ ン トロ ピー の状態 は表裏一体 の もの
であ り、組織 の メンバー が感 じるぬ るま湯感 とそ こか ら生 じる問題探 索エネ ル ギー に よ り、 どち らが
表面に現れ るがが違 って くることが わか る。 また、効 率性 を重視す る場面 か創 造性 を重視 す る場面 か
によ って も、 どち らを優先 させ るべ きかが異 なって くる。 それ と同時 に、問題 探索エネル ギ 一ーと解 の
導出エネル ギー のパ ラ ドックスによ り、低 エン トロピーの状態 も高エ ン トロ ピーの状態 も長続 き しな
い ことが示 唆 され る。 この こ とは、我々の 「組 織にお ける高 一低エ ン トロピーの循環 モデル」[21]と
整 合的 な特性 で あ り、組織 にお ける効率性 重視 の行 動(低 エ ン トロピー)と 創 造性 重視の行 動(高 エ
ン トロピー)の 両立が容易 でないこ とを示 してい る。
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8.高一低エン トロピーの両立による組織 と情報の活性化
図7の プ レ・一ーム ワー クは、情報活性化 のた めには、低エ ン トロ ピー(情 報構 造化)と 高エ ン トロピ
ー(情 報共有化)の 「両立」が必 要で ある こ とを示す もの である。 しか しなが ら、前節 で述べた よ う
にこれ らの 両立は容易 でない。 一
も し、情報構造 化 に よ り低エ ン トロ ピーのみ が実現 され た場 合 、管理密度 が高 ま り、セ ンター ・コ
ン トロール型 の集 権 的な情報処理 へ と結 びつ くこ とにな る。 これ は 「情報透 明化」 の特徴 に近 い もの
で あ り、組 織 にお け る垂直的 ヒエ ラル キー ・コン トロール が強化 され易い。 なぜ な ら、組 織の 末端 で
現在 何が起 こってい るのか を組織 の トップや セ ンターがす べて見 え るよ うにす る ことが、管理(コ ン
トロール)の メ ッシ ュを細 か くす る ことにつ なが るか らであ る。 それ によって 、組 織 におけ るムダ を
排 除 し、効率性 を高め よ うとす るので ある。 しか しなが ら、この ような管理 中心の堅 い組織(tightly
coupledsystem)では、エ ンパ ワー メン トや メ ンバ 一ーの 自働化 ・活性 化 を期 待す る こ とは むず か し
い。
組 織 にお け る 「管 理」 の重要性 を、広 く一般 に認 識 させ たの はテー ラーの科学 的管理 法で あろ う。
それ は、テー ラーが計画機 能 と実行 機能 を分離 させ 、新たに計 画部 門を設 置 した こ とか ら出発 した も
ので ある。 これ に よ り、計画部 門や 職場 の管理 者に よ る実行部 門や 実務担 当者 の管理 が重要 な課題 と
な った。そ して、組織 における管理 の重要性が 高まる とともに、管理の専門化 が進 んだのである。
さ らに、フ ォー ドはコンベア ・システムに よ って管理 を物理 的 にシステム化 した。 すなわ ち、計 画
部門 が作成 した計画 に コンベ アのス ピー ドを合 わせ る こ とによ り、計 画が確実 に達成 され るよ うに し
たの である。 また、3S(単 純化 、 専門化 、標 準化)に よ り、職 務領域 を明確化 し、組 織 にお け る分
業体 制に基づ く 「管理 」 を徹底 した。 その際 の管理 の効率的 スタイル は、垂直 的 ヒエ ラル キー ・コン
トロールで あ り、 これ は フェイ ヨル の経 営管理 の考 え方 と一致 す る。 ここで 、垂直的 ヒエ ラル キー ・
コン トロール が効率 的であ るのは、組 織 のtree構造が 「点(メ ンバー)を 固定 した もとでの極小 な連
結 グ ラフ」[29]であるためで あ る。 フォー ド ・システムで は、価値 を生まな い運 搬 工程か ら作 業者 を
開放 する ことによ り、価 値 を生む加 工工程 に作 業者 を専念 させ る よ うに した こと[9]と同時に、上記 の
計画 を確実 に達成す るための 「管理 システム」 の構築 に重要な意義 を見出す こ とができる。
一 方、松丸[30]、筆者[22]は、 この よ うな組織 の効 率性 に対 す る 「管理 」 の貢献 を認 めた上 で 、組
織 にお ける 「支援」 行為 の果 たす役割 に も焦 点 を当て、 「管理 と支援 の共存」 の必 要性 、 とりわけ 日
本 の組織 におけ る必 要性 に関 して下記 のよ うな議 論を展開 してい る。
日本企業 の組 織特性 にっ いて考 えた場合 、管理部 門や管理者 か ら実務担 当者 への意 思決定機 能の権
限委 譲 がそ の一 つの大 きな特 徴 となってお り、 これ に よ り環境 の変 化や トラブル に迅 速かつ柔 軟に対
応す る といわれ る[31],[32]。その ため、業務 プ ロセ スにおけ る集権的 コン トロールの拘束 力 は弱 く、
実務 担 当者 間の水 平的 コーデ ィネー シ ョンに よって業務 が遂 行 され るこ とが多い。 この こ とは、権 限
委譲 に よって 管理者 が果たす機 能 を相 対的 にfcontroljから 「suppoiCt」に近 づ けてい るこ とを意 味
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す る。職場で のニコポ ン的な行動 は、三隅 のPM理 論 に したが えば 、不明確 なP機 能 と ∫感情の 共有」
[6]によるM機 能 の両面 を併せ持 つ とい うことにな り、この よ うなsupport主体の現実 を具 体的 に表 し
てい る。す なわち、心 理面や職場環境 面で担 当者 を 「支援 」 してい るのであ る。
一般 に、実務 担 当者 へ の権 限委 譲は 、担 当者個 人の 「局所最 適」 を もた らす危険性 が 高い といわれ
る。・この局所最 適 は、局所 的な情 報 を基に意思決 定 を行 うが ゆ えに生 じるため 、管理 者(こ の場 合、
支援者 に相 当す る)が 幅広 い情 報を提 供す るこ とに よ り局所最 適 の回避 を期 待す るこ とができ る。 こ
れ は、情報提 供面での 「支援」 を意味す る。
以 上 の よ うな 議 論 に 基 づ き筆 者[22]は、 日本企 業 の 組 織 に お け る業 務 プ ロセ ス を考 え た場 合 、
controlよりもsupportの色合い が濃 い ことに注 目 し、 「支援概念 の二重 の適合性」 を指摘 してい る。
ここでい う 「二重の適合性」 とは、
① 実務担 当者の主体的 ・能動的行動に対する心理面 ・職場環境面での支援
② 実務担 当者への権限委譲の際の局所最適を防止するための情報提供面での支援
を意味す る。 これ らは 、管理者 や管理 部 門か ら実務担 当者 への 「権 限委譲 」に よる分権 的 な業 務 プ ロ
セスに 日本の組織の特徴 があ るとい う考 え方 に根 ざした ものであ る。
今 日の 目ま ぐる しい企 業環境 の変化 に対 し管 理の みで対応 す る こ とは 困難 になってお り、主体 的 ・
自律的 に行 動す る実務担 当者 を支援 す る体 制が必要 とな ってい る。 しか し、 これ によ り管理 が不必 要
とな ったわ けではな く、現在 で も定型的 な業務 は数 多 く存 在 し、 それ に対 して は垂 直的 ヒエラル キー
・コン トロール に よる管理が 効率 的で ある。 した が って 、組 織 にお ける支 援の相対 的比重 が高ま って
い くに して も、管理 と支援 の両 立、あるいは使い分 けが重要 になってい くもの と考え られ る。
この よ うに考 えて い くと、組 織 におい て情報の透 明化 、マニ ュアル化 、管理の強化 は 、効 率性 の向
上 をめ ざした低 エ ン トロ ピー の状態 を作 り出す とい う意 味におい て共通 した方向性 を持 ってい る こ と
がわか る。 一方 、エ ンパ ワー メ ン ト、 自働 化、非 マニ ュアル化、 支援 の強化 は 、 自律性 や創造性 を重
視 した高エ ン トPピ ーの状態 に導 くとい う意味か ら、やは り共通 した方 向性 を持 っている。
そ こで、組織 にお いて低エ ン トロピー源 のみな らず、 高エ ン トロピー源 の投入が必 要 とな るのであ
る。 この こ とは、上記 の 「管 理 と支援の 共存」 に相 当す る。 これ に よ り、構 造化 された(低 エ ン トロ
ピー)情 報 を共有(高 エ ン トロピー)す る ことにな り、情 報の有効活用 の機 会 と可能性 を高め るので
ある。 この こ とは 、情 報 の有 効活用 のた めのfサ ポー ト」 を意味 し、 「コン トロール 」 との対 比 にお
いて特 徴的 であ る。 さらに、情報 の有効 活用のた めのサ ポー トが 、メンバーの 主体的な情報処 理 と問
題解決 をもた らし、組 織活性化 へ と導 くので ある。
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9,お わ りに
本 研 究では 、多 くの企 業にお いて重 要 な課題 とな って い る 「情 報活性 化 」 に注 目 し、筆者 の先行 研
究[3]にした が って この 問題 を情 報共有化 と情 報構 造化 の2つ の側面か ら検 討 した。 そ の際 、高 一低 エ
ン トロ ピーの 両面か ら情 報活性 化の 問題 を論 じる こ とに よ り、情 報共 有化 は情 報通信 ネ ッ トワー クの
エ ン トロ ピー を増大 させ 、情 報構造 化 は情報 の形 式や 解釈 に関す るエ ン トロ ピー を減 少 させ る ことを
指摘 した。
また 、情報構造 化 に よ り低 エ ン トロ ピー のみ が実現 され た場合 、管 理密 度 が高 ま り、セ ン ター ・コ
ン トロール型 の集 権 的な情 報処理 へ と結 びつ くとい う意味 か ら、 「情 報透 明 化」 の特徴 に近い もの と
な るこ とを示 唆 した。 そ して、 この よ うな管理 中心 の堅 い組 織(tightlycoupledsystem)では 、エ
ンパ ワー メン トや メ ンバ ーの 自働 化 ・活性 化 を期待 す る こ とはむず か しく、主体 的 ・自律 的 に行動 す
る実務担 当者 を 「支援」す る体 制が必 要で ある ことを指摘 した。
さらに 、情 報活性 化 のた めの 「高 一低 エ ン トロ ピー の両立 」の 必要性 に っい て検討 し、 この よ うな
高 一低 エ ン トロ ピー の両立 によ る情 報活 性化 が 、組 織 活性化 へ とメ ンバ ー を導 くとい う視点 を提示 し
た。本 研 究にお ける 「高 一低 エ ン トロ ピー の両立jの 視 点 が、現 在の情 報 化社 会にお け る企 業行 動に
対 して少 しで も貢献す る ことがで きれ ば、筆者 と して幸いで ある。
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